










     平成２８年３月分 
 
【 新規求人の増加した産業（前年同月比） 】 
 
 
 建設業（２６．３％増）、運輸業・郵便業（１０．４％増）、卸売・小売業（３４．６％増）、 
 医療・福祉（１．７％増）、サービス業（２２．０％増） 

 
《 主な要因 》   
 
 
○建設業   …      高崎・伊勢崎・館林地区の事業所等からのまとまった求人があったことなどによ 
              り、全体として増加した。 
 
 
○運輸業・郵便業…   太田・館林地区の貨物自動車運送事業所等からの求人が増加したことなどによ 
                   り、全体として増加した。 
 
 
○卸売・小売業…     高崎地区の家電量販店や藤岡地区のホームセンター等からのまとまった求人 
              があったことなどにより、全体として増加した。 
 
 
○医療・福祉 …     前橋・館林・藤岡地区の介護・福祉事業所等からの求人が増加したことなどによ 
              り、全体として増加した。 
 
 
○サービス業 …     伊勢崎・館林地区の派遣・請負事業所等からのまとまった求人があったことなど 
              により、全体として増加した。 
 
 
 
 
【 新規求人の減少した産業（前年同月比） 】  
 
 
  製造業（８．１％減）、情報通信業（４６．３％減）、宿泊業・飲食サービス業（２３．０％減） 
 
《 主な要因 》 
 
 
○製造業   …      前橋・安中・伊勢崎地区の食料品製造事業所等、前橋・高崎・館林地区の金属製 
              品製造事業所等からの求人が減少したことなどにより、全体として減少した。 
 
 
○情報通信業   …   前橋・高崎地区の事業所等からの求人が減少したことなどにより、全体として減 
              少した。 
 
 
○宿泊業・ 
 飲食サービス業…   安中地区の宿泊事業所等、前橋・伊勢崎・太田・渋川地区の飲食店事業所等から 
              の求人が減少したことなどにより、全体として減少した。 
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電気機械
器具
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輸送用機械器

具

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

28年3月 7.7 26.3 ▲ 8.1 ▲ 46.3 10.4 34.6 ▲ 23.0 1.7 22.0 5,143 28年3月 ▲ 8.1 ▲ 36.9 ▲ 9.1 ▲ 28.8 71.7 ▲ 26.7 ▲ 6.6 50.0 26.9

28年2月 12.8 9.6 12.6 85.7 21.1 0.9 7.4 18.8 33.0 5,151 28年2月 12.6 68.9 46.1 ▲ 5.9 4.2 ▲ 11.1 ▲ 32.1 ▲ 23.5 ▲ 2.7

28年1月 5.4 14.3 ▲ 14.6 16.8 6.7 ▲ 0.9 14.8 6.3 25.2 5,408 28年1月 ▲ 14.6 ▲ 19.3 ▲ 21.5 ▲ 13.0 17.6 ▲ 37.3 ▲ 1.5 ▲ 14.0 ▲ 10.9

27年12月 2.1 5.4 ▲ 3.1 ▲ 35.2 37.2 ▲ 1.1 13.0 3.1 13.5 5,466 27年12月 ▲ 3.1 ▲ 28.2 ▲ 11.3 ▲ 4.4 24.4 84.6 ▲ 2.7 ▲ 12.5 ▲ 13.5

27年11月 2.8 ▲ 2.4 ▲ 0.4 20.3 14.2 ▲ 1.4 ▲ 1.6 0.5 5.8 5,796 27年11月 ▲ 0.4 45.2 9.5 3.7 ▲ 37.9 ▲ 40.0 ▲ 29.9 14.3 ▲ 9.6

27年10月 3.4 14.5 ▲ 4.9 6.5 9.7 ▲ 17.7 ▲ 1.5 11.3 21.8 6,004 27年10月 ▲ 4.9 3.1 37.0 0.0 7.1 ▲ 41.7 ▲ 20.6 ▲ 34.9 4.8

27年9月 ▲ 0.9 21.2 16.9 ▲ 11.0 27.9 ▲ 26.7 42.9 7.4 13.7 6,238 27年9月 16.9 27.0 16.6 17.8 30.3 ▲ 6.7 15.9 ▲ 46.9 ▲ 8.3

27年8月 3.6 3.6 ▲ 1.9 ▲ 15.2 45.0 29.3 ▲ 30.8 5.2 ▲ 4.9 6,246 27年8月 ▲ 1.9 21.7 ▲ 35.3 13.0 ▲ 17.0 ▲ 42.3 ▲ 31.8 ▲ 43.5 14.1

27年7月 8.6 ▲ 3.5 4.8 ▲ 6.5 24.9 14.6 7.3 2.6 22.3 6,307 27年7月 4.8 9.1 25.0 ▲ 5.8 26.6 ▲ 37.8 ▲ 3.7 ▲ 53.7 5.5

27年6月 13.4 3.8 ▲ 7.9 0.0 22.1 66.0 43.8 16.8 4.6 6,138 27年6月 ▲ 7.9 ▲ 33.6 ▲ 14.1 38.8 50.6 40.0 16.7 31.6 ▲ 25.9

27年5月 ▲ 0.8 ▲ 11.0 4.4 ▲ 50.8 0.8 30.1 ▲22.7 5.4 ▲ 0.5 5,596 27年5月 4.4 13.2 ▲ 36.2 5.0 20.8 0.0 5.6 52.6 28.5

27年4月 ▲ 0.5 5.5 ▲ 9.2 ▲ 27.2 ▲ 4.7 13.7 ▲ 17.8 ▲ 1.1 ▲ 13.3 5,492 27年4月 ▲ 9.2 ▲ 2.1 ▲ 12.2 ▲ 44.5 ▲ 24.8 60.0 7.0 ▲ 18.5 37.8

27年3月 1.5 5.9 ▲ 2.2 45.7 ▲ 1.7 ▲ 10.3 50.7 23.7 4.1 5,614 27年3月 ▲ 2.2 30.4 ▲ 1.2 12.9 ▲ 56.5 42.9 ▲ 18.7 7.7 ▲ 28.0

27年2月 6.0 ▲ 21.4 13.6 ▲ 42.0 24.7 48.8 10.3 3.7 ▲ 16.6 5,466 27年2月 13.6 2.6 ▲ 6.7 20.9 18.8 28.6 ▲ 2.1 ▲ 2.9 20.9

27年1月 ▲ 8.2 ▲ 23.2 10.2 ▲ 3.0 ▲ 13.4 ▲ 17.1 ▲ 31.5 ▲ 1.7 ▲ 13.3 5,660 27年1月 10.2 39.8 10.4 4.2 0.0 8.5 ▲ 13.4 126.3 ▲ 1.4

26年12月 1.7 ▲ 5.6 2.4 ▲ 4.6 ▲ 4.0 26.3 7.0 7.4 0.1 5,758 26年12月 2.4 31.0 27.9 19.5 13.0 ▲ 48.0 ▲ 19.9 77.8 ▲ 12.3

26年11月 ▲ 7.6 ▲ 13.6 ▲ 4.8 ▲ 20.8 ▲ 8.8 2.4 23.4 ▲ 6.7 ▲ 14.7 5,895 26年11月 ▲ 4.8 ▲ 18.4 2.2 ▲ 14.1 38.9 ▲ 39.0 ▲ 17.3 ▲ 50.0 4.0

26年10月 ▲ 4.4 ▲ 8.4 8.8 ▲ 2.4 ▲ 19.9 0.6 ▲ 21.4 ▲ 0.7 ▲ 12.7 6,405 26年10月 8.8 4.9 2.3 32.0 0.9 118.2 ▲ 12.4 377.8 6.4

26年9月 7.3 ▲ 5.5 ▲ 3.6 ▲ 5.9 ▲ 33.1 25.5 15.3 22.5 ▲ 6.6 6,699 26年9月 ▲ 3.6 13.2 ▲ 6.8 18.4 ▲ 26.2 7.1 ▲ 31.4 88.2 5.0

26年8月 ▲ 11.6 10.2 ▲ 7.5 ▲ 33.1 ▲ 33.8 ▲ 26.5 37.8 ▲ 12.3 0.9 6,581 26年8月 ▲ 7.5 ▲ 19.8 ▲ 23.9 ▲ 19.8 ▲ 1.0 ▲ 23.5 32.8 76.9 ▲ 18.5

26年7月 ▲ 14.6 6.1 11.6 ▲ 0.7 ▲ 18.5 ▲ 36.5 ▲ 22.1 ▲ 8.9 ▲ 26.1 6,763 26年7月 11.6 ▲ 2.2 6.7 36.8 16.0 117.6 ▲ 7.5 272.7 19.6

26年6月 ▲ 4.9 1.3 28.1 16.9 ▲ 23.5 ▲ 44.2 14.1 15.5 2.5 6,331 26年6月 28.1 29.9 53.6 61.6 48.3 8.7 ▲ 20.5 137.5 12.5

26年5月 ▲ 8.7 5.5 6.4 ▲ 1.1 ▲ 10.9 ▲ 43.8 1.0 ▲ 5.8 ▲ 2.4 6,390 26年5月 6.4 4.5 5.5 9.5 7.4 ▲ 45.7 48.8 ▲ 24.0 ▲ 10.3

26年4月 ▲ 0.6 2.7 21.7 ▲ 23.2 3.5 ▲ 0.1 ▲ 11.3 ▲ 7.8 20.7 5,662 26年4月 21.7 1.8 59.3 40.7 12.4 38.9 9.6 145.5 30.7

（注）平成１９年１１月改訂の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

     群馬労働局職業安定部職業安定課

※「製造業」のうち、 主な業種別（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

    群馬労働局職業安定部職業安定課

 産業別新規求人数（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

受給者実人員



平成２７年度 新規求職者（常用）の態様別内訳（パートを除く）
群馬労働局職業安定部職業安定課

当   月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 計 前年比

5,589 ▲ 10.6 4,311 ▲ 9.2 4,554 ▲ 3.2 4,365 ▲ 9.8 4,182 ▲ 5.6 4,363 ▲ 11.4 4,658 ▲ 3.9 3,957 8.1 3,179 ▲ 7.0 4,381 ▲ 10.7 5,176 3.7 4,764 ▲ 7.5 53,479 ▲ 6.0

1,536 ▲ 9.5 1,490 ▲ 2.9 1,703 ▲ 0.8 1,685 ▲ 2.5 1,596 ▲ 1.8 1,537 ▲ 14.9 1,643 ▲ 2.5 1,504 12.5 1,284 ▲ 4.7 1,732 ▲ 13.5 2,357 9.7 1,860 ▲ 6.8 19,927 ▲ 3.4

3,568 ▲ 11.4 2,481 ▲ 12.5 2,505 ▲ 4.9 2,338 ▲ 13.6 2,272 ▲ 3.4 2,491 ▲ 7.2 2,686 ▲ 2.3 2,133 4.8 1,664 ▲ 10.5 2,383 ▲ 7.3 2,438 ▲ 1.9 2,522 ▲ 5.6 29,481 ▲ 6.7

うち事業主都合 1,167 ▲ 15.0 720 ▲ 8.7 697 0.4 618 ▲ 23.9 603 ▲ 3.5 685 ▲ 5.3 747 ▲ 8.2 567 2.2 449 ▲ 24.5 728 3.3 654 ▲ 15.8 658 ▲ 14.3 8,293 ▲ 10.2

うち自己都合 2,148 ▲ 10.1 1,655 ▲ 12.6 1,701 ▲ 6.8 1,592 ▲ 10.5 1,567 ▲ 2.8 1,687 ▲ 8.0 1,794 ▲ 0.8 1,458 4.9 1,133 ▲ 1.9 1,540 ▲ 12.8 1,660 4.4 1,747 0.3 19,682 ▲ 5.3
 

計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比

84,519 16.5 92,811 9.8 86,765 ▲ 6.5 72,102 ▲ 16.9 69,407 ▲ 3.7 64,030 ▲ 7.7 60,715 ▲ 5.2 77,622 27.8 83,535 7.6 77,001 ▲ 7.8 72,924 ▲ 5.3 68,236 ▲ 6.4 61,822 ▲ 9.4 56,883 ▲ 8.0

9,725 20.5 10,737 10.4 11,803 9.9 12,427 5.3 14,708 18.4 15,517 5.5 15,391 ▲ 0.8 18,837 22.4 17,133 ▲ 9.0 20,030 16.9 18,604 ▲ 7.1 20,178 8.5 20,586 2.0 20,625 0.2

68,065 16.6 74,381 9.3 66,597 ▲ 10.5 53,486 ▲ 19.7 49,004 ▲ 8.4 43,524 ▲ 11.2 40,802 ▲ 6.3 53,907 32.1 60,589 12.4 49,625 ▲ 18.1 45,199 ▲ 8.9 41,948 ▲ 7.2 36,007 ▲ 14.2 31,608 ▲ 12.2

うち事業主都合 20,369 37.4 24,419 19.9 19,251 ▲ 21.2 13,525 ▲ 29.7 11,306 ▲ 16.4 9,585 ▲ 15.2 10,099 5.4 21,958 117.4 29,246 33.2 18,625 ▲ 36.3 17,412 ▲ 6.5 15,734 ▲ 9.6 11,742 ▲ 25.4 9,230 ▲ 21.4

うち自己都合 41,956 9.2 43,697 4.1 42,098 ▲ 3.7 35,845 ▲ 14.9 34,374 ▲ 4.1 31,056 ▲ 9.7 27,942 ▲ 10.0 28,888 3.4 27,478 ▲ 4.9 27,397 ▲ 0.3 24,860 ▲ 9.3 23,849 ▲ 4.1 22,391 ▲ 6.1 20,784 ▲ 7.2

平成24年度 平成25年度 平成26年度

27年12月 28年2月

うち離職者

28年1月 27年度計28年3月27年8月

うち在職者

27年4月 27年5月 27年6月 27年7月 27年9月 27年10月 27年11月

うち離職者

○ 参 考

新規求職者

新規求職者数

うち在職者

平成13年度 平成23年度平成22年度平成21年度平成20年度平成15年度平成14年度 平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度








